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 （注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社１社を有しておりますが、重要性の観点から持分法

損益等の注記を省略しているため、記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係

会社における異動もありません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第32期 

第１四半期累計期間 
第33期 

第１四半期累計期間 
第32期 

会計期間 
 自平成24年４月１日 
 至平成24年６月30日 

  

 自平成25年４月１日 
 至平成25年６月30日 

  

 自平成24年４月１日 
 至平成25年３月31日 

  

売上高（千円）  2,153,468  2,132,261  7,806,563

経常利益（千円）  79,311  67,475  92,097

四半期（当期）純利益（千円）  49,164  26,608  123,081

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  2,155,352  2,155,352  2,155,352

発行済株式総数（千株）  16,623  16,623  16,623

純資産額（千円）  3,732,307  3,813,751  3,823,751

総資産額（千円）  13,492,488  13,291,496  13,086,386

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 2.97  1.61  7.43

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  2.50

自己資本比率（％）  27.66  28.69  29.22

２【事業の内容】
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   当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

   また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。   

  

   当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

（1）経営成績の分析 

  当第１四半期累計期間における世界経済は、米国では、雇用や消費等が総じて堅調ながら企業の生産活動に

おいては不安定さが残り、欧州では、ソブリン債務問題が小康状態となったものの更なる景気下振れ懸念が依

然根強いことに加え、中国等の新興国経済のスローダウン基調の強まりによる先行きの不透明感もあり、全体

としては引続き厳しい状況となりました。 

 一方、日本経済は、株高・円安の影響やいわゆるアベノミクスへの期待感から緩やかに回復基調にあるもの

の、米欧経済等の状況も踏まえれば国内外経済全体としては不安感の残る状況でありました。 

 当社の属するファインケミカル業界は、国内外経済全体の不安定な状態に加え、欧州を中心に自動車産業の

業績回復が遅れる中、売上高ベースでは、引き続き厳しい状況となりました。また、利益面については、円安

により一定の改善効果があるものの、中国・アジアマーケットを中心にグローバルな販売価格競争は続いてお

り、依然厳しい状況となっております。 

 このような状況の下、当社の第１四半期累計期間の業績は、紫外線吸収剤の主力製品であるベンゾトリアゾ

ール系薬剤の海外向け販売数量は前年同四半期比１割程度増加したものの、写真薬中間体他の販売が減少し、

売上高合計では、前年同四半期比21百万円減少し、2,132百万円（前年同四半期比1.0％減）となり引き続き厳

しい状況となっております。利益面は、売上高が横ばい推移した一方、販売費及び一般管理費が10百万円増加

し、営業利益は110百万円（同4.6％減）、経常利益は、生産休止費用等の計上もあり67百万円（同14.9％減）

となりました。四半期純利益については、法人税等40百万円を計上したことにより、26百万円（同45.9％減）

となりました。 

    

 セグメント別の業績は次のとおりであります。 

（化学品事業） 

 当第１四半期累計期間の売上高は、国内外経済が全体として本格回復については不安感が継続する中、欧州

を中心として自動車産業の業績回復が遅れており、紫外線吸収剤の主力製品であるベンゾトリアゾール系薬剤

の海外向け販売数量は１割程度の増加にとどまり依然厳しい状況で、紫外線吸収剤の売上は、前年同四半期比

93百万円増の1,149百万円（前年同四半期比8.8％増）となりました。製紙用薬剤や酸化防止剤では前年同四半

期比、一定の伸びがあったものの電子材料や写真薬中間体等の薬剤が相当程度の減収となり、全体では同8百万

円減の1,834百万円（同0.4％減）となりました。また、セグメント利益では152百万円（同4.9%減）を計上いた

しました。 

  

（ホーム産業事業） 

 当第１四半期累計期間の売上高は、木材保存薬剤の売上が前年同四半期比ほぼ横ばいの256百万円（前年同四

半期比0.5％増）となる一方、不採算であったＤＩＹ商品から前第３四半期に撤退した影響で、全体では同12百

万円減の297百万円（同4.2%減）となりました。また、セグメント利益では33百万円（同6.6%減）を計上いたし

ました。  

    

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 （2）財政状態の分析 

 当第１四半期末（以下「当四半期末」という）の総資産は、前事業年度末（以下「前期末」という）比205百万円

増加し、13,291百万円となりました。流動資産は同218百万円増の8,745百万円、固定資産は同12百万円減の4,538百

万円、繰延資産は同1百万円減の7百万円となりました。 

 流動資産の増加の主な要因は、現金及び預金の減少216百万円に対して、受取手形及び売掛金が281百万円増加

し、たな卸資産も117百万円増加したことなどによるものであり、固定資産の減少の主な要因は、有形固定資産が15

百万円減少し、無形固定資産も2百万円減少した一方、投資その他の資産が4百万円増加したことなどによるもので

あります。 

当四半期末の負債は、前期末比215百万円増加し、9,477百万円となりました。流動負債は同521百万円増の7,157

百万円、固定負債は同306百万円減の2,319百万円となりました。 

流動負債の増加の主な要因は、支払手形及び買掛金の増加額443百万円の他、賞与引当金と未払法人税等の増加

を反映したものであり、固定負債の減少の主な要因は、長期借入金の減少ならびに社債150百万円の償還日が１年

以内となり流動負債に振り替わったものであります。 

当四半期末の純資産は、前期末比10百万円減少し3,813百万円となりました。この減少の主な要因は、四半期純

利益を26百万円計上しましたが、配当金の支払41百万円があったことにより、利益剰余金が減少したことによるも

のであります。この結果、自己資本比率は28.7%となりました。 

   

 （3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 （4）研究開発活動 

  当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は72百万円であります。 

  なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

   

該当事項はありません。  

   

該当事項はありません。  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  66,000,000

計  66,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成25年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成25年８月９日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  16,623,613  16,623,613
東京証券取引所 

市場第二部 

単元株式数 

1,000株  

計  16,623,613  16,623,613 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 
（千円） 

平成25年４月１日～ 

平成25年６月30日 
 －  16,623,613  －  2,155,352  －  1,052,562

（６）【大株主の状況】
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   当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

  

    ②【自己株式等】 

  

該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他）    － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式        55,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     16,482,000         16,482 － 

単元未満株式 普通株式          86,613 － － 

発行済株式総数 普通株式     16,623,613 － － 

総株主の議決権 －  16,482 － 

  平成25年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ケミプロ化成株式会社 
神戸市中央区京町 

８３番地 
 55,000  －  55,000  0.33

計 －  55,000  －  55,000  0.33

２【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成25年４月１日から平成25

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,320,323 3,104,013

受取手形及び売掛金 ※  1,898,381 ※  2,180,297

商品及び製品 2,768,453 2,806,000

仕掛品 141,673 79,427

原材料及び貯蔵品 328,935 471,387

その他 81,528 116,106

貸倒引当金 △12,640 △11,798

流動資産合計 8,526,655 8,745,434

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 950,980 935,580

土地 2,832,236 2,832,236

その他（純額） 507,161 507,389

有形固定資産合計 4,290,378 4,275,206

無形固定資産 26,727 24,523

投資その他の資産   

投資有価証券 121,890 128,612

その他 132,437 130,662

貸倒引当金 △19,983 △20,076

投資その他の資産合計 234,344 239,199

固定資産合計 4,551,450 4,538,928

繰延資産 8,281 7,132

資産合計 13,086,386 13,291,496

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※  1,136,145 ※  1,579,309

短期借入金 3,900,000 3,900,000

1年内償還予定の社債 － 150,000

1年内返済予定の長期借入金 994,912 890,579

未払法人税等 11,039 44,628

賞与引当金 65,047 92,120

その他 529,561 ※  501,305

流動負債合計 6,636,706 7,157,942

固定負債   

社債 250,000 100,000

長期借入金 1,714,786 1,544,442

退職給付引当金 297,081 304,153

環境対策引当金 2,172 －

その他 361,890 371,207

固定負債合計 2,625,929 2,319,802

負債合計 9,262,635 9,477,744
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成25年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,155,352 2,155,352

資本剰余金 1,052,562 1,052,562

利益剰余金 605,971 591,158

自己株式 △13,857 △13,930

株主資本合計 3,800,028 3,785,143

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 23,722 28,608

評価・換算差額等合計 23,722 28,608

純資産合計 3,823,751 3,813,751

負債純資産合計 13,086,386 13,291,496
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 2,153,468 2,132,261

売上原価 1,755,458 1,728,927

売上総利益 398,009 403,334

販売費及び一般管理費 282,740 293,319

営業利益 115,269 110,014

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 2,511 2,462

受取賃貸料 1,110 3,010

その他 4,344 4,402

営業外収益合計 7,968 9,876

営業外費用   

支払利息 25,606 24,859

生産休止費用 11,846 23,731

賃貸収入原価 79 2,002

その他 6,392 1,821

営業外費用合計 43,925 52,415

経常利益 79,311 67,475

特別利益   

保険金収入 49,684 －

特別利益合計 49,684 －

特別損失   

事故対策費 32,402 －

特別損失合計 32,402 －

税引前四半期純利益 96,593 67,475

法人税、住民税及び事業税 47,429 40,866

四半期純利益 49,164 26,608
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   当第１四半期累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日） 

    該当事項はありません。  

  

      当第１四半期累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日） 

    該当事項はありません。 

  

【注記事項】

（会計方針の変更）

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）
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※ 四半期会計期間末日満期手形 

  四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形の金額は、次のとお

りであります。 

     

    該当事項はありません。  

   当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累

計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。 

  

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日） 

     配当金支払額    

  

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日） 

     配当金支払額    

  

前第１四半期累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日）   

 当社の関連会社はハリマトランジット株式会社の１社ですが、ハリマトランジット株式会社は重要性の観点か

ら、持分法損益等の注記を省略しております。  

当第１四半期累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）   

 当社の関連会社はハリマトランジット株式会社の１社ですが、ハリマトランジット株式会社は重要性の観点か

ら、持分法損益等の注記を省略しております。  

（四半期貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成25年３月31日） 
当第１四半期会計期間 
（平成25年６月30日） 

受取手形 千円 17,551 千円 22,199

支払手形  167,185  120,488

その他（設備関係支払手形）  －  22,312

（四半期損益計算書関係）

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期累計期間 

（自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日） 

減価償却費 千円 73,041 千円 73,922

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  82,849  5 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  41,421  2.5 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金 

（持分法損益等）
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Ⅰ 前第１四半期累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                                             （単位：千円） 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

                        （単位：千円） 

 （注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

   

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。   

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  
  

 報告セグメント   
合  計 

化学品事業 ホーム産業事業 

売上高       

   外部顧客への売上高  1,842,766  310,701  2,153,468

   セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  －

      計  1,842,766  310,701  2,153,468

 セグメント利益  160,223  36,257  196,480

利   益  金   額 

報告セグメント計  196,480

全社費用（注）   △81,211

四半期損益計算書の営業利益  115,269
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Ⅱ 当第１四半期累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                                             （単位：千円） 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

                        （単位：千円） 

 （注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

   

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。   

  

  
  

 報告セグメント   
合  計 

化学品事業 ホーム産業事業 

売上高       

   外部顧客への売上高  1,834,513  297,748  2,132,261

   セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  －

      計  1,834,513  297,748  2,132,261

 セグメント利益  152,435  33,855  186,290

利   益  金   額 

報告セグメント計  186,290

全社費用（注）   △76,276

四半期損益計算書の営業利益  110,014
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

       （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

  

       該当事項はありません。 

      該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
前第１四半期累計期間 

（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 2 97 円 銭 1 61

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  49,164  26,608

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  49,164  26,608

普通株式の期中平均株式数（千株）  16,569  16,568

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているケミプロ化成株

式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第33期事業年度の第１四半期会計期間（平成25年４月１日から平

成25年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ケミプロ化成株式会社の平成25年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年８月９日

ケミプロ化成株式会社 

取締役会 御中 

 有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 北 本  敏  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 坊 垣 慶二郎 印 

※１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 




